
 

都道府県名 事業実施主体 地域再生計画名

計画期間 評価責任者

地域再生計画（地方創生道整備推進交付金）事後評価調書

福島県 福島県矢吹町 未来を拓く日本三大開拓地　さわやかな田園のまちづくり計画

平成22年度～平成27年度 福島県矢吹町企画総務課長、矢吹町都市整備課長

最終目標値の実現状況に関する評価
基準年度 年度 中間実績 基準年度 直近値

①地域再生計画に記載した
数値目標の実現状況（見込
み）

指標
基準値 中間目標値 最終目標値（見込み） 見込み

評価

指標１
この町に住んでいる人がずっと住
み続けたいと思える人の割合

71.6% H22 ○ 公共下水道及び合併浄化槽などの施策の効果により、目標値を達成できる見込みである。

指標７
民族芸能の伝承（町文化財指定
数）

13件 H22 15件

75.0%

指標３
全町クリーン作戦の参加者数
（5,000人から5,500人に増加）

5,000人 H22

指標４
矢吹町の水や空気はきれいだと感
じている人の割合（住民アンケ―
ト）

70.1% H22

H26
77.5%
（H26)

H26
14件
(H27)

△

地域コミュニティの再生として集落での行事や民族芸能等を確かなかたちで伝承するため、民族芸能保全
団体の基盤強化や地域の主体的な活動の支援を実施しており、計画期間において1件の増加効果がみられ
たが、目標の2件に対しては現状では目標が達成できていない状況。今後は、さらなる地域コミュニティ
の強化を図るため、地域主体の活動支援を継続していくとともに町と地域との連携強化を図っていく。

②地域再生計画に記載した
数値目標以外の波及効果の
実現状況（見込み）

指標１

指標２

指標２
汚水処理施設の整備の促進（汚水
処理人口普及率

87.3% H22 90.0%

5,500人 H26
5,000人
(H27)

△

河川や道路を中心とした環境保全としての清掃活動であり、毎年各行政区を中心とした地域住民が多く参
加し、住民にとっても関心の高い事業であるが、震災等の影響による人口減少や転入者の減小など新たな
参加者の確保が困難なことから参加者の大幅な増加はなく、目標達成には至らない状況。今後は転入者増
の施策の他、各行政区の協働活動の推進など地域とのさらなる連携強化により活動促進を図っていく。

H26
96.4％
(H27)

○ 公共下水道及び合併浄化槽などの施策の効果により、目標値を達成できる見込みである

74.0% H26
61.4％
(H26)

△

公共下水道及び合併浄化槽などの施策とともに、H27年度からは矢吹町オリジナル「矢吹ヶ原のおいしい
水」を販売するなど自然環境保全に取り組んでいるものの、原発事故被害による風評被害が払拭できてい
ないことの要因により、現状では目標が達成できていない状況。今後は、風評被害払拭とともに、汚水処
理施設のさらなる普及による環境向上を図っていく。

96.0% H26
89.5％
(H26)

△

公共下水道及び合併浄化槽などの施策とともに、H27年度からは矢吹町オリジナル「矢吹ヶ原のおいしい
水」を販売するなど自然環境保全に取り組んでいるものの、原発事故被害による風評被害が払拭できてい
ないことの要因により、現状では目標が達成できていない状況。今後は、風評被害払拭とともに、汚水処
理施設のさらなる普及による環境向上を図っていく。

指標５
生活する上で自然との関わりが大
切だと思う人の割合（住民アンケ
―ト）

93.1% H22

500人 H26
323人
(H26)

△
農業を中心とした地域経済の活性化としてエコファーマーの推進をしているが、農業者数の減少傾向や、
東日本大震災による農業被害により復旧を優先せざるをえない状況であったため、現状では目標が達成で
きていない状況。今後は震災からの復興による農業のさらなる発展による強い農業の推進を図る。

指標６
環境保全型農業の実践（エコ
ファーマー数）

358人 H22



③事業の進捗状況（見込み） 事業名

整備量（その他の事業では取組内容）

事業の進捗状況に関する評価
計画 中間年度

最終実績
見込み

計画初年度の直前に東日本大震災を被災し、公共下水道についても甚大な被害を受けたことから、復旧事業を最優先とせざるを得ない状況であったため、平成22年度及び平成
23年度については計画の事業に着手できなかった。平成24年度以降は、進捗が滞った年の調整を加えながら、計画に基づき実施し、新規の整備人口や整備延長については計
画を上回るものとなっており、また、公共下水道の汚水処理人口普及率についても向上しており着実に事業を進めた。
今後もさらなる汚水処理人口普及率の向上を図るためには、引き続き公共下水道の整備を継続していく必要があり、合併浄化槽とあわせた総合的な汚水処理施設の整備を推
進していく必要がある。

浄化槽（個人型） 160基 155基

計画初年度の直前に東日本大震災を被災し、震災復旧により合併浄化槽の設置基数及び事業費は、震災以降のH23年度及びH24年度の整備量が
多くなっている。平成24年度以降も設置基数は堅調に推移したものの、事業計画における160基には満たない状況である。しかしながら、新規の整備人口については計画を上回
るものとなっており、また、合併浄化槽の汚水処理人口普及率についても向上しており着実に事業を進めた。
今後もさらなる汚水処理人口普及率の向上を図るためには、引き続き公共下水道の整備を継続していく必要があり、合併浄化槽とあわせた総合的な汚水処理施設の整備を推
進していく必要がある。

特別措置を適用して行う
事業

公共下水道整備事業 3,000m 3,142ｍ

地域コミュニティの再生として集落での行事や民族芸能等を確かなかたちで伝承するため、民族芸能保全団体の基盤強化や地域の主体的な活動の支援を実施している。町文
化財保議の件数については新たに増加したものはなく、引き続き推進事業を進めていきたい。

その他の事業

西側地区里山づくり事業 地域住民との公園づくり等の実施
平成１８年度より事業を実施中であり、公園等の花の苗植え、除草作業、河川の生き物観察等の複数の活動による総合的な里山づくり活動を実施した。
活動主体は地域の住民が中心となっており、地域コミュニティの形成とあわせ、地域の自然環境向上を図っている。今後も活動の維持・発展を図っていきたい。

全町クリーン作戦事業
河川・道路を中心とした清掃活動を実
施

予定通り事業が完了している。毎年継続して約5,000名に参加者による全町を挙げての事業実施となっており、清掃により環境改善の成果が顕著に表れる事業となっている。
毎年の実施であるものの、参加者が大幅に増加はしていないため、新たな参加者の創出を目指し、今後はさらなる事業の発展を図っていきたい。

東日本大震災で被災した合併浄化槽の
改修補助

震災による改修費用支援を実施 予定通り事業が完了している東日本大震災で被災した合併浄化槽への支援であり、被災者二―ズに対応した支援の実施をした。

環境保全型農業事業 有機農業やエコ栽培を実施
目標に定めているエコファーマーの推進については農業者数の減少傾向や東日本大震災による農業被害の影響等により、現状では目標が達成できていない状況であるもの
の、平成24年度以降には、東京農業大学との共同による、カブトエビ農法の有機特別栽培を新たに実施しており、引き続き環境型農業の推進に向けて事業を進めていきたい。

生活排水改善出前講座「スイセン
ジャー」

保育園・幼稚園での生活環境改善にか
ける講座の開催。

平成２３年度より推進事業を実施中であり、町内幼稚園・保育園７園において生活排水に関する講座を複数回実施しており、子どもから家庭えの意識改革を実施している。講座
については町職員により実施しており、キャラクター化していることから園児等にも好評であり、引き続き推進事業を進めていきたい。

民族芸能の伝承事業 町文化財の保護及び保存活動の推進

⑦今後の方針等

本地域再生計画においては、東日本大震災の影響により計画通りの事業進捗及び事業量には至らなかったものの、新規の整備人口及び汚水処理人口普及率については計画以上の成果を確認しており、整備が堅調に進捗しているものと思料す
る。また、目標の進捗については、定住に関する住民アンケートや汚水処理人口普及率については目標を上回るものとなったものの、水や自然に対する意識等のアンケートや有機農業推進等が目標値を満たないものとなっており、震災後の原
発事故等の影響を考慮しながらも、さらなる支援による推進活動の必要があり、適切な事業の実施に努めていきたい。

④評価方法 町の政策事業の評価である課の運営方針と目標による事業実施後の評価を行う予定。

⑤事後評価の公表方法 矢吹町のホームページに掲載する予定。

⑥計画全体の総合評価（仮）

本地域再生計画では、汚水処理施設整備交付金を活用した公共下水道と合併除火葬を一体的に整備し、公共下水道では東日本大震災により事業が計画前半は着手できず、実質平成24年度以降からの実施となったものの、新規の整備人口及び汚
水処理人口普及率については向上しており、計画に基づく効果的な事業を実施した。合併浄化槽では、東日本大震災の影響により、新たに改修にかかる追加需要が生じ、事業計画を変更したうえで整備を実施してきた。事業計画における設置
基数は満たないものの、公共下水道と同様に新規の整備人口及び汚水処理人口普及率について向上しており事業を実施した。
また、その他の事業においても、各行政区や各地域の住民の協力を得ながら、自然環境の向上活動としての西側地域里山づくり事業や全町クリーン作戦事業等の複数の事業を実施し、計画期間通年を通して継続的な推進活動を実施した。

計画外で独自に実施した
事業


